
令和５年度素敵にたかまつ女性活躍企業等認定制度実施要領
（目的）

第１条　この要領は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、女性活躍推進に積極的に取り組んでいる市内企業等を「素敵にたかまつ女性活躍企業」として認定することにより、女性活躍推進に関する取組状況の「見える化」を促進し、女性活躍の加速化を図ることを目的とする。また、認定企業のうち、特に優れた取組を実施している企業等を令和５年度高松市中小企業等表彰制度実施要領（以下「中小企業実施要領」という。）に基づき、表彰依頼を行うこととする。
 （対象企業等）
第２条　素敵にたかまつ女性活躍企業認定の対象となる企業等は、次の各号の要件に該当するものとする。
(１)　市内に本店又は主たる事業所を置く企業等であること。
(２)　女性活躍推進法第８条第１項の規定において、一般事業主行動計画の策定が義務付けられていない、常時雇用する従業員（期間を定めて雇用される者及び季節的業務に雇用される者を除く。）の数が１００人以下のもの。
(３)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）と密接な関係を有しないもの。
(４)　女性活躍推進に関する次の項目にいずれか複数に取り組んでいるもの。

ア　女性活躍に関する推進体制及び職場風土の醸成。
イ　働きやすい職場環境、ワーク・ライフ・バランスの推進。

ウ　採用・職域拡大・管理職登用などの女性活躍の促進。

エ　女性の登用に関する現状・方針・取組内容の具体的な開示。

オ　その他、女性の活躍に関する先進的な取組の実施。
(５)　市税等を滞納していないもの。
（認定申込方法）

第３条　素敵にたかまつ女性活躍企業等認定（以下「認定」という。）を受けようとする企業等の代表者は、確認書（様式第１号）及び令和５年度素敵にたかまつ女性活躍企業等認定申込書（様式第２号）（以下「認定申込書」という。）に必要書類を添付して、市長に提出しなければならない。
（募集期間）

第４条　前条の規定により申込できる期間は以下のとおりとする。

令和５年１０月２０日（金）　～　１１月３０日（木）
（確認審査）
第５条  市長は、第３条の規定に基づき申込書が提出された場合は、別記様式に定める認定基準について審査しなくてはならない。また、審査を行うに当たって必要と認める当該企業等の女性活躍推進の取組等について必要な調査を行うこと、又は報告を求めることができる。
（認定）

第６条　市長は、前条の規定に基づく審査の結果、適当と認める場合は、当該企業等を認定することができる。

（認定の有効期間）

第７条　認定の有効期間は、企業等が認定を受けた日から３年経過した日の属する年度末までとする。

（認定の更新）

第８条　認定を受けた企業等（以下「認定企業」という。）は、３年ごとにその更新を受けることができる。

２　前項に規定する更新手続きは、第３条から第５条までの規定を準用する。
（認定企業の公表等）

第９条　認定企業に対しては認定証を交付するとともに、高松市公式ホームページ等で認定企業の名称や取組内容等を広く公表する。

（認定の取り消し）

第１０条　市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、認定を取り消すことができる。

(１)　認定企業が、この制度の趣旨を著しく逸脱するような社会的不正行為を行ったと認められるとき。

(２)　虚偽の申告その他不正な手段により認定を受けたとき。

(３)　認定企業が認定基準を満たさなくなったとき。
(４)　その他市長が特に認める場合。

（表彰の依頼）

第１１条　当該年度に申込のあった認定企業のうち、特に優れた取組を実施している企業等を選定し、中小企業実施要領第３条第２項の規定に基づき、表彰依頼するものとする。
２　表彰は認定企業１団体につき、１回までとする。
３　表彰を受けていない認定企業が表彰を希望する場合は、認定の有効期間内であっても、再度、認定を申し込むことができる。

　（会議の設置）

第１２条　前項による表彰に当たっては、認定企業のうち、表彰対象となる企業等の選考に関する意見を、高松市男女共同参画推進懇談会から聴取するものとする。
（会議の組織等）

第１３条　会議の組織、運営については、高松市男女共同参画推進懇談会設置要綱の規定によるものとする。

（表彰を受けた企業等の公表）

第１４条　表彰を受けた企業等の名称及びその取組内容等については、原則、高松市広報紙等に掲載し、公表するものとする。

（委任）

第１５条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要領は、令和５年１０月３日から施行する。
